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1．はじめに：新たな時代の幕開けと協会の設立 

私たちは今，大きな歴史の転換点に立っています。我が国は，長らく続いたデフレーションの時代が

終わりを迎え，世界的なインフレーション，急速なデジタル・トランスフォーメーション，そして生成

AI（人工知能）の劇的な進化などといった波が，これまでのグローバル経済や社会の在り方を根本から

揺さぶり始めています。このような激動のさなか，日本の企業や大学が，「知財・無形資産」を経営の

中核として価値創造を行い，持続的成長を実現し，日本を元気にしていくことをビジョンとして，本協

会（IPIAGA）は 2025 年 2 月に一般社団法人として新たな歩みを始めました。この度，巻頭言を執筆す

る大変光栄な機会をいただきましたので，私たちが目指している姿と，知財・無形資産ガバナンスが果

たすべき役割について，改めて皆さまと共有したいと思います1）。 

 

2．「失われた 30 年」からの脱却と成長へのパラダイムシフト 

日本は，戦後，勤勉な国民の知恵と汗の結晶により驚異の経済復興を実現しましたが，近年は「失わ

れた 30 年」と称される「縮小均衡」により経済が低迷した時代を経験しています。これは，企業が低

い人件費を求め，安易に海外への工場移転や技術供与を進めたことで，日本企業の強みであった「知

財・無形資産」を海外企業に流出し，日本企業の「競争力」や「稼ぐ力」を弱体化させたことが要因と

されます。しかし，もはやコスト削減だけで生き残れる時代ではありません。今，求められているのは，

人的資本への投資を起点とし，そこから生み出される技術，ノウハウ，ブランド，データといった知財・

無形資産を事業に実装して，他社との圧倒的な差別化を図る「成長のサイクル」です。投資家もまた，

単なる財務数値の積み上げではなく，企業がどのように知財・無形資産を構築し，それを中長期的な企

業価値向上に繋げるのかという「価値創造ストーリー」を注目しています。 
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特に，これからの AI 社会では，自律型 AI やフィジカル AI が日常生活から産業の基盤まで広く深く浸

透し，社会の仕組みや人々の生活スタイルが大きく変化すると予測されています。その中核になる半導

体の製造技術やロボットの部品などは，現在日本企業が世界を凌駕しています。このような社会の進化

を各企業はチャンスと捉え，独自の強みを活かした価値創造ストーリーを描き，その知財・無形資産の

創造・活用戦略を実装して成長力と競争力を高めていくことが求められます。 

 

3．インフレ時代における「価格決定力」の源泉 

我が国は，長期に渡るデフレからインフレへと市場環境が転換しています。この市場環境で企業にと

って最も重要な課題の一つは「価格決定力（プライシング・パワー）」の獲得です。原材料や人件費の

上昇を適切に価格へ転嫁し，持続的な利益を確保するためには，顧客が「高くても買いたい」と思える

付加価値を提供し続けなければなりません。この付加価値の源泉こそがまさに知財・無形資産です。強

力な技術や独自のノウハウ，そして信頼されるブランドを持つ企業は，価格競争に巻き込まれることな

く，市場における優位性を保つことができます。知財・無形資産ガバナンスの実践は，もはや法務部門

や知財部門だけの課題ではなく，企業の存亡をかけた経営戦略そのものであると言えるでしょう。 

 

4．コーポレートガバナンス・コード改訂での成長投資における知的財産の重要性 

このような背景から，コーポレートガバナンス・コードが，2021 年に改訂され，知的財産投資に対

する情報開示と取締役会による監督が補充原則（3-1③，4-2②）として規定されました。そして今年，

5 年ぶりに改訂が行われ，新原則 4-1（取締役会の役割・責務）において，取締役会に対し，知的財産

等の無形資産を成長投資の対象として，経営戦略や経営計画の策定・公表に当たり，具体的に何を実行

するかを説明すべきであることが明記されました。さらにこの解釈指針では，知的財産等の無形資産

は，競争力や企業価値向上の源泉であることを踏まえ，その創出・取得・強化・保護・収益化に戦略的

に取り組むべきと規定されています2）。 

これら改訂により，知財・無形資産への投資は，補充原則から原則に昇格され，取締役会の責務とし

てさらに踏み込んだ取り組みが要請されていると共に，設備，研究開発，人的資本に並ぶ，成長投資の

4 本柱に位置付けられています。この改訂が実現したのは，当協会が，知財・無形資産を企業経営の中

核とし，日本経済を再興するように，政府や自由民主党に対して強く要請をさせて頂いたことが大きく

貢献しているものと考えています。 

この改訂によって，今後，企業では，取締役や経営陣が新原則 4-1 に則して，知財・無形資産ガバナ

ンスを経営戦略として実行する責務を負うことになります。企業の知財部門をはじめ，多くの知財関係

者にとっても，経営的な視点から，より実効性の高い成長戦略への関与と実践が求められてきますの

で，知財・無形資産ガバナンスは第 2 ステージへと飛躍していくものと考えています。 
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5．高市政権の成長戦略に IP ランドスケープと知財戦略をビルトインし投資成果を

武装化 

高市首相は，6 月 12 日に知的財産戦略本部で知的財産推進計画 2026 を決定し，さらに 7 月 21 日に

日本成長戦略を決定し3），これらの重要な取組事項として，高市政権の成長戦略 17 分野の競争優位性

の確保に向けた IP ランドスケープの活用が表明されました4）。この取組は日本がこれまでに蓄積した

資源や資金を有効に活用して未来を切り拓く技術や事業を開発していくために，当協会から政府に要

請させて頂いた重要な活動です。そこで当協会では，「IP-Compass プロジェクト」を発足し，現在各分

野における各国の特許等の出願状況を分析し，日本が強みを持つ技術の深耕や新たな投資テーマを探

索すると共に，他国特許によるリスク分析等を行っております。今後はこれらの分析結果を基に，成長

戦略の実行プロセスで官民が協働して，開発技術の機密管理や特許出願の実行や標準化の推進，侵害リ

スク対策などの知財戦略を実行することで，日本全体の競争力を作り込んでいくことが求められます。 

 

6．生成 AI がもたらす創造と保護の変革 

近年，AI 技術の進化は，社会，産業に劇的な変革をもたらし，知財の創造，保護，活用のプロセス

をも急激に革新されようとしています。本協会では，この分野の第一人者を招き「生成 AI 活用推進協

議会」をいち早く発足させました。生成 AI は，情報の整理や定型的な知財実務の効率化に寄与する一

方で，著作権侵害や情報漏洩といった新たなリスクも孕んでいます。私たちは，これらを守りの観点か

ら体系化するだけでなく，AI を「戦略策定のパートナー」として活用し，人間がより創造的な業務へ

とシフトできる環境を整えることを目指しています。これからの AI 時代に不可欠な資源は，AI には代

替できない，経験や人脈に裏打ちされた人間の「知性」と「行動力」です。知財業務に関わる方々は，

これらを活かし，「価値創造に向けた実践力」を更に磨いていくことが必要になります。 

 

7．人財育成における「志」の醸成 

知財・無形資産を生み出すのは，他ならぬ「人」です。当協会の人財育成事業では，幕末の「松下村

塾」の理念に学び，単なるスキルの習得にとどまらず，自律した志を持つ人財の育成に取り組んでいま

す。従来の「知財実務型」の組織から，経営層と対話し，全社戦略に知財を組み込む「知財ガバナンス

型」の組織への変革が不可欠です。知財を「コスト」ではなく「資本」と捉え，その価値を投資家やス

テークホルダーに論理的に語り，活用した成果を事業業績（ROE，ROIC 等）として獲得し，再投資が

できる次世代リーダーを育成することが，日本経済の基盤を強くするキーストーン（要石）であると確

信しています。 

 

8．協会の活動と「チーム知財」による共創 

本協会は，企業や大学が知財・無形資産を中核とした経営を実践し，持続的成長を実現することで，
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「知財で日本を元気に」することができるように，企業，大学の知財関係者，さらに弁護士，弁理士，

コンサルタント，投資家，政府機関などが，「チーム知財」となってスクラムを組んで活動するための

プラットフォームです。 

この中核である「知財ガバナンス研究会」では，知財・無形資産ガバナンスを実効性があるものとす

るために，企業の取締役会，経営陣や IR，経営企画，知財部門などの取り組みを検討するだけでなく，

政府機関や投資家，弁護士・弁理士など有識者のアドバイスを参考に，企業価値を創造し高めていくた

めの実践手法や開示・対話方法などを，4 つの分科会を設置して深耕しています。 

例えば，知財・無形資産経営責任者の分科会では，企業の知財・無形資産ガバナンスの成熟度を可視

化するピラミッドやマトリックスマップと，それらに基づく経営層とのコミュニケーション手法を策

定しています。知財戦略実務家の分科会では，企業の価値創造プロセスにおける知財・無形資産戦略の

ビルトインやその情報開示の手法を，弁護士弁理士等の専門家分科会では，知財・無形資産リスクマネ

ジメントへの取り組み，知財コンサル等の分析家の分科会では，日本企業の知財・無形資産ガバナンス

の実践状況を調査し政府に提言する活動を実行しています。さらに，日本を一つの「会社」と見立て，

10 年後の世界経済における日本の「あるべき姿（To Be）」を描く「未来創造プロジェクト」も設置し，

日本の価値創造にも挑戦しています。 

これらの知財ガバナンス研究会における活動成果や，IP-Compass プロジェクト，生成 AI 活用推進協

議会の活動内容については，日本の企業や大学を始め，日本政府，地方自治体など，広く社会に情報を

発信し，日本が新たな価値を創造していけるよう，更に研鑽を深めて参ります。 

 

9．おわりに：未来を拓く羅針盤として 

知財・無形資産ガバナンスの深化は，一朝一夕に成し遂げられるものではありません。しかし，不確

実性が常態化した現代において，「目に見えない資産」の中にこそ本質的な価値があり，「未来を切り拓

く真実の力」が宿っています。本誌が，皆さまにとって新たな気づきと挑戦を生み出す契機となり，日

本の知財・無形資産が世界を照らす「光り輝く未来への道筋」となることを願ってやみません。 

「2026 年は，日本が知財戦略で逆襲を始める年」と位置づけ，日本の再興，更には強く豊かな「知

財豊国」の実現に向け，皆様と共にスクラムを組み，ギアを上げ，邁進して参りましょう。 
 

注） 
 
 

1） 一般社団法人知財・無形資産ガバナンス協会の活動内容は，ホームページ（https://ipiaga.org/）を参照してください。

なお，当協会のシンボルマークは，日本の伝統的な和の色彩（黄丹，萌葱色，花浅葱など）の 8 枚の札が未来へと広

がる姿を表し，日本企業の健全な発展を支える「八方良し」の精神を示している。 
2） コーポレートガンバナンス・コードの改訂内容は，日本取引所グループホームページ（https://www.jpx.co.jp/equities/l

isting/cg/）をご参照ください。 
3） 知的財産戦略本部の知的財産推進計画 2026 の決定については，首相官邸，総理の一日（https://www.kantei.go.jp/jp/10

5/actions/202606/12chizai.html）をご参照ください。 
4） 知的財産推進計画 2026 は，こちら（https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/260612/keikaku_all.pdf）を，日本成長

戦略は，こちら（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/pdf/jgs2026.pdf）をご参照ください。 


